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福井市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱  

 

（趣旨）  

第１条  この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」

という。）第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支

援総合事業（以下「総合事業」という。）の実施に関し、法、介護保

険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「政令」という。）、介

護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」とい

う。）等に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。  

 

（目的）  

第２条  総合事業は、市が中心となり、地域の実情に応じて、住民等の

多様な主体が参画し、多様なサービスを充実することにより、地域の

支え合いの体制づくりを推進し、要支援者等を含む高齢者に対する効

果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目的とする。  

 

（定義）  

第３条  この要綱における用語の意義は、この要綱に定めるほかは、法、

政令、省令、介護予防・日常生活支援総合事業の適切かつ有効な実施

を図るための指針（平成２７年厚生労働省告示第１９６号）及び地域

支援事業実施要綱（平成１８年６月９日老発第０６０９００１号厚生

労働省老健局長通知「地域支援事業の実施について」別紙）の例によ

る。  

 

（事業の内容）  

第４条  市長は、総合事業として、別表に掲げる、法第１１５条の４５

第１項第１号に規定する事業（以下「第一号事業」という。）のうち、

同号イに規定する第一号訪問事業、同号ロに規定する第一号通所事業

及び同号ニに規定する第一号介護予防支援事業並びに法第１１５条

の４５第１項第２号に規定する事業（以下「一般介護予防事業」とい

う。）を実施する。  

 

（事業の対象者）  
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第５条  前条に掲げる事業のうち、第一号事業の利用対象者は、次のい

ずれかに該当する者とする。  

（１） 省令第１４０条の６２の４第１号に規定する居宅要支援被保険

者  

（２） 省令第１４０条の６２の４第２号の規定に基づき厚生労働省大

臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第１９７号）で定め

る様式第１（以下「基本チェックリスト」という。）の記入内容

が様式第２に掲げるいずれかの基準に該当した第１号被保険者

（以下「事業対象者」という。）  

（３） 省令第１４０条の６２の４第３号の規定に基づき居宅要介護被

保険者であって、要介護認定による介護給付に係る居宅サービス、

地域密着型サービス及び施設サービス並びにこれらに相当する

サービス（以下、「要介護認定によるサービス」という。）を受け

る日以前に前２号のいずれかに該当し、別表（１）第一号事業に

おけるア第一号訪問事業（ウ）訪問型サービス B 型及び、イ第

一号通所事業（エ）通所型サービス B 型を受けていたもののう

ち、要介護認定によるサービスを受けた日以降も継続的に上記サ

ービスを受けるもの（市が必要と認めるものに限る。）  

２  前条に掲げる事業のうち、一般介護予防事業の対象者は第一号被保

険者とする。  

 

（事業対象者の判定の有効期間）  

第６条  事業対象者の判定の有効期間（以下「判定有効期間」という。）

は、事業対象者となった日から、同日から起算して１２か月を経過す

る日が属する月の末日までの期間とする。  

２  事業対象者となった日が月の初日である場合にあっては、前項の規

定にかかわらず、判定有効期間は同日から１２か月間とする。  

３  事業対象者が、基本チェックリストの実施により事業対象者の基準

に該当しないこととなった場合は、前２項の規定にかかわらず、当該

判定有効期間は当該基本チェックリストの実施日の属する月の末日

までとする。  
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（事業対象者の判定の更新）  

第７条  事業対象者の判定の更新の申請は、当該事業対象者の判定有効

期間の満了日の６０日前から満了の日の前日までに行うものとする。 

２  更新をした場合の判定有効期間は、更新前の判定有効期間の満了日

の翌日から１２か月間とする。  

３  前条第３項の規定は、判定の更新をした場合について準用する。  

 

（要介護認定又は要支援認定を受けている場合の事業対象者の認定） 

第８条  基本チェックリスト実施日が、要介護認定有効期間又は要支援

認定有効期間（以下「認定有効期間」という。）  内にある場合は、認

定有効期間の満了日の翌日をもって事業対象者となるものとする。  

２  認定有効期間が６０日を超えて存在している場合には、基本チェッ

クリストによる判定は実施できないものとする。   

 

（第一号事業の実施方法）  

第９条  市長は、第一号事業について、市の直接実施又は補助によるも

ののほか、次の各号に掲げる方法により実施できるものとする。  

（１） 法第１１５条の４５の３第１項に基づく指定事業者による実施  

（２） 法第１１５条の４７第４項の規定に基づく省令第１４０条の

６９の規定に適合する者に対する委託による実施  

 

（一般介護予防事業の実施方法）  

第１０条  市長は、一般介護予防事業について、市が直接実施するほか、

委託又は補助により実施することができる。  

 

（第一号事業に要する費用の額）  

第１１条  第一号事業を指定事業者により実施するときの事業に要 す

る費用の額は、別表の区分及びサービスの種類ごとに、別に定める。 

 

（第一号事業支給費の支給）  

第１２条  法第１１５条の４５の３第１項及び第２項に規定する第一

号事業支給費（以下「第一号事業支給費」という。）の額は、次に掲
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げる事業ごとに、それぞれ次に定めるとおりとする。  

（１） 第一号訪問事業  前条の規定によりサービスの種類ごとに算定

された第一号事業に要する費用の額（その額が現に当該第一号事

業に要した費用の額を超えるときは、当該第一号事業に要した費

用の額）の１００分の９０（サービスの利用者が、第一号被保険

者であって、法第５９条の２第１項に規定する政令で定めるとこ

ろにより算定した所得の額が同条に規定する政令で定める額以

上である居宅要支援被保険者等である場合にあっては、１００分

の８０。また、サービスの利用者が、第一号被保険者であって、

法第５９条の２第２項に規定する政令で定めるところにより算

定した所得の額が同条に規定する政令で定める額以上である居

宅要支援被保険者等である場合にあっては、１００分の７０。）

に相当する額  

（２） 第一号通所事業  前条の規定によりサービスの種類ごとに算定

された第一号事業に要する費用の額（その額が現に当該第一号事

業に要した費用の額を超えるときは、当該第一号事業に要した費

用の額）の１００分の９０（サービスの利用者が、第一号被保険

者であって、法第５９条の２第１項に規定する政令で定めるとこ

ろにより算定した所得の額が同条に規定する政令で定める額以

上である居宅要支援被保険者等である場合にあっては、１００分

の８０。また、サービスの利用者が、第一号被保険者であって、

法第５９条の２第２項に規定する政令で定めるところにより算

定した所得の額が同条に規定する政令で定める額以上である居

宅要支援被保険者等である場合にあっては、１００分の７０。）

に相当する額  

（３） 第一号介護予防支援事業  前条の規定によりサービスの種類ご

とに算定された第一号事業に要する費用の額（その額が現に当該

第一号事業に要した費用の額を超えるときは、当該第一号事業に

要した費用の額）の１００分の１００  

２  前項各号の規定により第一号事業支給費を算定する場合において、

その額に１円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てて計

算するものとする。  
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３  市長は、第１項及び第２項の規定により算定された第一号事業支給

費は法第１１５条の４５の３第３項の規定により、当該サービスを実

施した指定事業者に支払うものとする。  

４  市長は、第一号事業支給費（第９条の２及び第１０条に係るものを

除く）に係る審査及び支払に関する事務を、法第１１５条の４５の３

第６項の規定により福井県国民健康保険団体連合会に委託して行う。 

  

（第一号事業支給費の特例）  

第１２条の２  市長は、災害その他特別な事情があることにより必要な

費用を負担することが困難であると認めるときは、居宅要支援被保険

者等の申請により、第一号事業支給費の額の特例を決定することがで

きる。  

２  第一号事業支給費の額の特例に関する基準及び手続は、福井市介護

保険居宅介護（支援）サービス費等の額の特例に関する要綱の規定を

準用する。  

３  法第６０条に規定する介護予防サービス費等の額の特例を受けて

いる居宅要支援被保険者等は、第一号事業支給費の特例を決定された

者とみなす。  

 

（保険給付の制限等）  

第１３条  前条の支給において、保険給付の制限等を行う場合は、法第

４章第６節の規定を準用する。  

２  前項に基づく制限等を行う場合は、行政不服審査法（平成２６年法

律第６８号）第８２条第１項並びに行政事件訴訟法（昭和３７年法律

第１３９号）第４６条第１項及び第２項の規定により、相手方に対し、

当該処分に対して審査請求及び取消訴訟の提起 をすることができる

旨並びにその期間を別に定める様式により教示する。  

 

（支給限度額）  

第１４条  居宅要支援被保険者が第一号事業を利用する場合（指定事業

者のサービスを利用する場合のみ）の支給限度額は、要支援状態区分

に応じ、法第５５条第２項の規定に基づいて介護予防サービス費等区
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分支給限度基準額として厚生労働大臣が定める額（以下「介護予防サ

ービス費等区分支給限度基準額」という。）について同条第１項の規

定により算定した額（法第５９条の２各項に該当する場合は同条各項

の規定により算定した額）とする。  

２  事業対象者が第一号事業を利用する場合（指定事業者のサービスを

利用する場合のみ）の支給限度額は、要支援１に係る介護予防サービ

ス費等区分支給限度基準額について同法第５５条第１項の規定によ

り算定した額（法第５９条の２各項に該当する場合は同条各項の規定

により算定した額。以下「事業対象者支給限度額」という。）とする。  

 

（高額介護予防サービス費相当事業等）  

第１５条  市長は、高額介護予防サービス費相当事業及び高額医療合算

介護予防サービス費相当事業（以下「高額介護予防サービス費相当事

業等」という。）を行う。  

２  高額介護予防サービス費相当事業等の利用者負担段階及び負担限

度額等については、法第６１条及び法第６１条の２に定める規定を準

用する。  

３  高額介護予防サービス費相当事業費等の支給に関する手続につい

ては、福井市介護保険条例施行規則（平成１２年３月３０日規則第３

０号。以下「規則」という。）第３３条から第３３条の３までの規定

を準用する。  

 

（指定事業者の基準等）  

第１６条  省令第１４０条の６３の６第１号イの基準により市が定め

る基準及び同条第２号の基準により市が定める基準 並びに法第１１

５条の４５の３第１項の指定に関する手続きは、市長が別に定める。 

 

（調査への協力）  

第１７条  総合事業を実施する者は、利用者の心身の状況を踏まえ、妥

当かつ適切なサービスが行われているかどうかを確認するために市

が行う調査に協力するとともに、市から指導又は助言を受けた場合に

おいては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければなら
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ない。  

 

（指導及び監査）  

第１８条  市長は、総合事業の適切かつ有効な実施のため、総合事業を

実施する者に対して、別に定める指導及び監査を行うものとする。  

 

（委任）  

第１９条  この要綱に定めるもののほか、総合事業の実施に関し必要な

事項は、市長が別に定める。  

 

附  則  

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。  

 

附  則  

この要綱は、平成３０年８月１日から施行する。  

 

附  則  

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  

 

附  則  

この要綱は、令和４年１２月１日から施行する。  

 

附  則  

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  

 

 

別表（第４条関係）  
（ １ ） 第 一 号 事 業  内 容  

ア 第 一 号 訪 問 事 業  （ ア ） 訪 問 型 予 防 給 付 相 当  

   サ ー ビ ス  

旧 介 護 予 防 訪 問 介 護 に 相 当 す る

サ ー ビ ス  

 （ イ ） 訪 問 型 基 準 緩 和  

   サ ー ビ ス （ Ａ 型 ）  

旧 介 護 予 防 訪 問 介 護 に 係 る 基 準

よ り も 緩 和 し た 基 準 に よ る サ ー

ビ ス  

 （ ウ ） 訪 問 型 サ ー ビ ス Ｂ 型  住 民 の ボ ラ ン テ ィ ア 等 に よ り 運

営 さ れ る 訪 問 型 サ ー ビ ス  
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イ 第 一 号 通 所 事 業  （ ア ） 通 所 型 予 防 給 付 相 当  

   サ ー ビ ス  

旧 介 護 予 防 通 所 介 護 に 相 当 す る

サ ー ビ ス  

 （ イ ） 通 所 型 基 準 緩 和  

   サ ー ビ ス （ Ａ 型 ）  

旧 介 護 予 防 通 所 介 護 に 係 る 基 準

よ り も 緩 和 し た 基 準 に よ る サ ー

ビ ス  

 （ ウ ） 短 期 集 中 予 防  

   サ ー ビ ス  

概 ね ３ 月 の 短 期 間 で 実 施 さ れ る

通 所 を 基 本 と し 訪 問 を 組 み 合 わ

せ た サ ー ビ ス  

 （ エ ） 通 所 型 サ ー ビ ス Ｂ 型  住 民 の ボ ラ ン テ ィ ア 等 に よ り 運

営 さ れ る 通 所 型 サ ー ビ ス  

ウ 第 一 号 介 護 予 防  

 支 援 事 業  

（ ア ） 介 護 予 防 ケ ア マ ネ ジ  

   メ ン ト Ⅰ  

介 護 予 防 支 援 と 同 じ プ ロ セ ス で

行 わ れ る 介 護 予 防 ケ ア マ ネ ジ メ

ン ト  

 （ イ ） 介 護 予 防 ケ ア マ ネ ジ  

   メ ン ト Ⅱ  

（ ア ） の プ ロ セ ス の 一 部 を 省 略

し て 行 わ れ る 介 護 予 防 ケ ア マ ネ

ジ メ ン ト  

 （ ウ ） 介 護 予 防 ケ ア マ ネ ジ  

   メ ン ト Ⅲ  

（ ア ） の プ ロ セ ス の 初 回 だ け で

行 わ れ る 介 護 予 防 ケ ア マ ネ ジ メ

ン ト  

（ ２ ） 一 般 介 護 予 防 事 業  法 第 １ １ ５ 条 の ４ ５ 第 １ 項 第 ２

号 に 規 定 す る 事 業  

 


